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平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度

担当課長名 松原　裕

）

　当該事業を実施することにより、物流機能の高度化、効率化が図られる。更に防波堤の延伸により、港内

の静穏度を確保でき、船舶航行及び荷役作業の安全性と効率性の確保、避泊地の確保が可能となる。

継続

概要図（位置図）

バックデータ２

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。

貨幣換算が困難な

効果等による評価

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

国際競争力強

化・物流効率化

物流機能の効率化・高度化、国際競争力の強化

国際競争力強

化・物流効率化

物流の定時性、安定性の向上、輸送の信頼性の向上

事業評価
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事業評価カルテ（再評価）事業評価カルテ（再評価）事業評価カルテ（再評価）事業評価カルテ（再評価）

輸送コストの削減

（平成29年度予測取扱貨物量：外貿コンテナ：8,400TEU/年、内貿コンテナ：39千トン/年、外貿建設機械：

1,493千トン/年、、外貿完成自動車：260千トン/年、その他一般貨物：120千トン/年）

国際海上コンテナターミナル等整備事業

（茨城港常陸那珂港区 外港地区）

　港湾 （　港湾整備事業　）　港湾 （　港湾整備事業　）　港湾 （　港湾整備事業　）　港湾 （　港湾整備事業　）
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主体

関東地方整備局事業名(箇所名)
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便益の主な根拠

事業全体の

投資効率性

目的・必要性

主な事業の諸元

年度

検索対象都道府県指定（複数可）

該当基準 再々評価：再評価実施後５年間が経過している事業

岸壁(-14m)、岸壁(-12m)、岸壁(-10m)、防波堤、波除堤等

総事業費（億円）

平成 4事業採択事業期間

実施箇所

カルテ表示項目

茨城県ひたちなか市

年度

茨城県

33年度 完了

194

1573

　茨城港常陸那珂港区において、係留施設の能力不足および貨物需要の増大に対応するため、国際海上

コンテナターミナル等を整備し、物流効率化を図り、地域産業及び国際競争力の向上を目指すとともに、港

内の静穏度の向上を図ることで、船舶航行及び荷役作業の安全性と効率性を確保するとともに、避泊地を

確保する。

基準年度 平成 23

EIRR (%)B:総便益(億円) 2444

対応方針理由

94

6.1

残事業の投資効率性

建設期間（+10%～-10%）

需　　要（-10%～+10%）

建 設 費（+10%～-10%）

C:総費用(億円)B:総便益(億円)
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バックデータ１

コメント 費用便益の概要

ファイル名 H23茨城港常陸那珂港区外港地区国際海上コンテナターミナル等整備事業_費用便益の概要.PDF

主な事業の

進捗状況

総事業費1,042億円、既投資額915億円

平成22年度末現在　事業進捗率88%

H23茨城港常陸那珂港区外港地区国際海上コンテナターミナル等整備事業_概要図.PDF
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対応方針

平成12年に岸壁供用、平成33年に事業完了の予定

コスト縮減や

代替案立案等の可

能性

　防波堤の基礎マウンド端部における洗掘防止対策について、経済的な工法を検討することでコスト縮減を

図る。

主な事業の

進捗の見込み

社会経済情勢等

の変化

事業の効果等

特になし

残事業のＢ／Ｃ

）2.3～

～ 2.3

平成

感度分析

事業全体のＢ／Ｃ

1.5

1.8（

～

～

環境 ＣＯ２、ＮＯｘ等の排出量削減

1041.7

全体B/CC:総費用(億円)

127残事業費(億円)

再々評価：再評価実施後３年間が経過している事業 




















































